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政策オプション: 大陸域の要約
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主要メッセージ 
淡水、気候変動、環境ガバナンスが、優先度の高

い課題として、全ての大陸域で選定されたことは、

これらの課題が、世界中で関わって対応することが

求められる地球規模での重大な局面に到達してしま

っているという認識を示すものだ。気候変動は、水

の需要と供給の問題を悪化させて、淡水などの生態

系に極度の圧力をかけている。二つの大陸域が、気

候変動を分野横断的な課題であると捉え、また気候

変動に関する国際目標を達成する上で、各テーマの

諸政策がどのように役立つかを評価した。 

諸々の大陸域で成功している政策には共通した要

素がある。統合的な水資源管理や沿岸域管理といっ

た手法、（特に化石燃料などへの）環境上有害な補助

金の廃止や炭素税、再生可能エネルギー、海洋保護

区、越境での生物多様性の保全、はすべて、一つ以

上の大陸域で用いられている政策例で、それぞれ、

状況に応じてカスタマイズされている。すべてのレ

ベルのガバナンスが強固で安定した正式な仕組みと

構造を持つことが、環境政策の実施を成功させる上

で必要な基盤となる。 

諸々の大陸域によって選定された諸政策は、いく

つかの基本的な原則を備えているために成功してい

る。それらは、互いに強化し合いかつ部門を越えて

便益をもたらす政策を含んでいるか、駆動要因に対

処しているか、修正を可能にし説明責任を高めるた

めのモニタリングや評価の作業に投資しているか、

地元、国、大陸域レベルで多様なステークホルダー

を参画させている。 

優先度の高い政策のいくつかをより速く移転し再

現させる、十分な経験が積まれている。しかしこの

ことは次のような方法でさらに大きく改善されるだ

ろう。資金提供者と受け取る側の実行者やステーク

ホルダー間で経験が共有されること。特定のニーズ

に対して潜在性のある政策を評価する方法や、それ

らを選定された状況に適応させる方法、についての

技術が習得されること。これらの技術の強化や普及

を支援する能力や制度整備が確立されること。 

こうした政策の多くは、長年にわたって続けられ

ている管理の概念であるが、ある原則を付け加えて

適用されると、画期的なものになり得る。その原則

は、一つ以上のテーマ領域内でプラスに影響して互

いに強化する政策であること、また第１章で明らか

にした駆動要因に対処する政策であることなどだ。

環境を劣化させているより深い根本的な原因に焦点

を合わせることによって、国際協定や、大陸域や国

の協定で、提示されている目標やターゲットを、よ

り効果的な方法で達成できるようになるだろう。 

自然区域が隣国と共有されている場合、越境協力

が重要になる。越境協力は、隣国間での理解や知識

の移転を促し、特定されるべきこれらの共通の問題

を克服する新たな機会や方法を可能にし、共有の問

題に共同で対応するよう導く。 

環境劣化や自然資源の持続不可能な使用を反転し

ようとするならば、環境ガバナンスが改善される必

要がある。その重要な要素は、多様なステークホル

ダーに対する支援、すべてのステークホルダーの間

で市民意識が向上すること、財政を持続可能にする

仕組みの一層の強化、組織能力の向上、十分な法的

枠組み、強い法令遵守の仕組み、などだ。例えば、

水を維持する信託基金や、湿地を管理する仕組み、

を形成する際に実証されるコミュニティの統率力が、

地元向けサービスを提供し、コミュニティ間の紛争

解決を支援し、参画し学習することの価値を示し、

収入を生む機会を提供する。 

成功することが証明された政策は、それらがレバ

レッジ〘てこの原理〙を使って社会を大転換させる

能力について分析されることが可能になる。これら

の政策の、単独あるいは組み合わせた場合の潜在性

が理解されることで、大転換が促され、政策立案者

が、地元、国、大陸域、国際レベルで持続可能な開

発目標を達成する効果が高まるだろう。 
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表 15.1 大陸域別の優先テーマ

アフリカ アジア
太平洋地域 

ヨーロッパ 中南米と
カリブ諸国 北アメリカ 西アジア

環境ガバナンス

気候変動

エネルギー

大気汚染

土地

淡水

海

生物多様性

化学物質と廃棄物

分野横断的なテーマとして選定されている テーマとして選定されている

序論 
 人類は、自分たちの資源利用、廃棄物の生成、土地利用が、
局所環境に及ぼす影響について長らく分かっていたが、そうい
った活動が地球規模の環境にいかに影響を及ぼすのかという
ことに、ここ数十年の間に気付かされることになった。過去に、
人類がより少数で、各人が自然資源をさほど過剰に利用してい
なかった時代には、大気、土地、水の容量は、人類の消費と生
産による負荷を支えることができた。しかし現在生きている
70 億という人類のかなりの割合の人々が、地球システムの環
境収容力を越える加速度と強度で、地球の資源を激しく搾取し
ている(Krausmann et al. 2009; Liu et al. 2003; McNeill 
2000)。既に第 1 章で述べたように、地球規模の駆動要因によ
って起こされている変化の規模、拡がり、速度は前例がない。 

人類に安全で幸福に暮らせる領域を提供する惑星限界（プラ
ネタリーバウンダリー）という概念が、ロックストロームらに
よって導入され(Rockström et al. 2009)、それらを設定するた
めの鍵となる９つの環境プロセスが特定された。それぞれの環
境プロセス毎に、科学的な分析によって、そこを超過すると、
もはや人類が地球システム内で繁栄できなくなるだろう臨界
閾値と、それよりも安全な側に距離をとった惑星限界が設定さ
れた〘第 7 章の図 7.9〙。９つの環境プロセスのうち、気候変
動、生物多様性の損失速度、窒素循環への介入、の３つについ
ては、既に臨界閾値を超過してしまった可能性がある (Rock- 
ström et al. 2009) 〘窒素循環への介入：大気の窒素を用いて
合成されるアンモニア肥料等の過剰使用、および輸送や工業部
門からの窒素酸化物の放出など〙。差し迫っている臨界閾値、
ティッピングポイント（臨界点）、バウンダリーの超過、など
の概念は、複雑系を研究している人々にはよく知られている
(Limburg et al. 2002)。生物学者や海洋科学者は、生態系に生

息する諸々の種が突然変化することをレジームシフトと呼ん
でいる(Kraberg et al. 2011; Rodionov and Overland 
2005)。地球システムの科学者たちは、現在、地球の気候に影
響を与えている様々なティッピングエレメント〘ある点を超
えると地球規模の激変をもたらす要素〙の不安定化が、どれほ
ど切迫しているかを議論している(Lenton et al. 2008)。惑星
限界の果たす役割についてのより詳細な考察は、第７章で見る
ことができる。 

本章は、第９～14 章を要約したもので、それらの中から、
他の大陸域で採用されたり適応させるために、有望なアプロー
チや政策を見極めることを目指している。この評価によって得
られる成果は、国際合意された目標を効率的かつ効果的に達成
し、さらに世界、大陸域、地方にコベネフィットをもたらすよ
う支援できる政策オプションを提供することだ。それは、有望
と認められる政策について、レバレッジ（第 16 章）をどの段
階で適用し実施するのが最も適切であるかの特定に役立つ。

大陸域の要約 
テーマの選定

GEO-5 の序論は、各大陸域が優先テーマおよび国際的な合
意目標を選定する際に用いたプロセス、ならびに有望な政策を
特定する際に用いた政策評価の方法、について論じている。そ
の選定を行う協議の中で、いくつかの大陸域は、特定のテーマ
を、大陸域向けに選定された優先度の高い環境の諸課題の中で、
分野横断的に広がるテーマとして捉えることに決めた。 

各大陸域に最大５つか６つに限定された優先テーマおよび
目標を選定させているのは、その大陸域で何が重要と考えられ
ているか（表 15.1）を最初に提示するためになされている。 
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アフリカの最も急成長している多くの都市における成長の多くは、
非公認居住区が拡張した結果であり、そのためにそこの住人は基
礎的な基盤施設を取得する機会を制限されてしまっている。

© iStock/Steven Allan

異なる大陸域が、同じテーマの異なる側面に着目した。例え
ば、エネルギーを優先テーマとして選定しているのは、２つの
大陸域だけだが（表 15.1）、アジア太平洋地域、ヨーロッパ、
中南米とカリブ諸国、という他の３つの大陸域では、エネルギ
ーを、気候変動の目標を達成するための有望な政策として選定
している。中南米とカリブ諸国では、廃水処理の政策および沿
岸管理に関する政策を、水のテーマに含め、また沿岸と海洋保
護区に関する政策を、生物多様性のテーマに含めている。 

淡水、気候変動、環境ガバナンスが、すべての大陸域によっ
て優先テーマとして選定されたのは、これらの課題が、世界中
で関わることのできる地球規模での対応を求められる、重大な
局面にまで到達していると認識されていることを示すものだ。 

アフリカ
アフリカの総人口は、2009 年に初めて 10 億を超え、その

うちの 3 億 9500 万人（すなわちほぼ 40％）が都市部に住ん
でいる。アフリカは、2010 年から 2050 年の間に、総人口が
約 60％増加し、かつ都市人口が３倍の 12 億 3000 万人になる
だろうということに対して準備すべきだ(UN-Habitat 2010)。
繁栄する中心部と、貧しい非公認居住区の両極端が特徴である
アフリカの都市では、多くの政府が、水へのアクセスなどの社
会サービスの提供、食糧やエネルギーの安全保障の達成、環境
リスクの管理、を実現しようと努力している。気候変動とその
他の有害な環境変化が、都市化を進行させ(UN-Habitat
2010)、政府の対処能力にさらなる負荷をかける可能性がある
(Mohamed Katerere 2009)。

アフリカにおいて、自然資源に対する越境政策は、統合的な
環境管理、経済的統合、紛争解決、公平な社会経済的発展、を
可能にする必須の戦略として、その重要性がますます認識され
ている。セネガル河川流域の統合的な水資源管理は、農業生産
性と食糧安全保障を強化しながら、政治的な相互の結びつきを 

強化する越境協力の実例を提供している。またこの取り組みは、
年間を通して航行できるよう輸送を改善し、かつ信頼できる水
力発電の水源を確保している。 

所定の部門または地域において政策目標を達成することが、
さらなる区域で改善やコベネフィットを生む可能性と密接に
結び付いていくと、現在では考えられている（第９章）。例え
ば、エチオピアの持続可能な土地管理プログラムの下で、177
の局所流域が保護されつつあり、その結果、土地の生産性およ
び農村開発が増進され、同時に、下流のコミュニティや国々の
レジリエンスが強化されつつある(TerrAfrica 2009)。人材が
限られているという問題に直面している国家にとって、政策の
相乗作用を最大限にすることは、社会的、生態的、経済的な便
益をもたらす手助けとなり、トレードオフが減り、共通の駆動
要因および圧力に対処するための多様な道筋をもたらす。

海洋保護区ネットワークの設立は、追加の便益を生み、孤立
している保護区に頼るよりも、より効果的に管理する機会をも
たらす。効果的な海洋保護区ネットワークを持続させるために
は、大陸域内での協力が不可欠だ。またガバナンス、組織構造、
富の分配、社会資本、生態学的データの収集、に格差が存在し
ている問題に対処すること、ならびにその対処を可能にする状
況を強化することで、上記ネットワークの設立が助けられる。 

環境の性能と変化を追跡しモニターする手法や仕組みを効
果的に用いることで、極端現象といったリスクなどの新たな課
題に、効果的かつ効率的に対応する能力が高まる。例えば、東
アフリカの政府間開発機構（IGAD）は、コミュニティが牧畜
活動や食糧生産をより良く計画するよう支援する、紛争の早期
警戒・対応メカニズム（CEWARN）を確立したが、そのこと
によって、飢きんからの脅威、および放牧や作物生産に関する
コミュニティ間の争い、に対する強靱性が構築された。

大陸域内での協力、コミュニティ主導の戦略、官民の連携は、
学習を支援し、持続可能性を改善し、生態系アプローチを促進
できる。最近、西アフリカのためのマングローブ憲章（国毎の
行動計画によって補完される）が採用されたのは、大陸域内で
の協力の例だ。カメルーンにおけるコミュニティに基盤をおく
マングローブ管理プロジェクトが比較的成功したのは、コミュ
ニティの参画、適応策の成功例に学習すること、が大切である
ことを示している(Ajonina et al. 2009)。モーリシャスにおい
て、政府からの技術援助を伴う地方銀行からの融資を受け、
NGO と地元コミュニティによって、局所的に重要な５ヘクタ
ールのマングローブの再生が実施されたことは、政府、民間部
門、市民社会の間の連携が、自然資源の保全にいかに役立つか、
ならびに高潮のような極端現象に地元住民がうまく対処でき
るよう助ける、気候変動に対する実践的な適応戦略を提供する
ことにいかに役立つか、を例証するものだ(ADD 2011, 2009)。
マングローブ林が復元される潜在性を持つ区域を特定するた
めに、島全体におよぶ調査が行われた。
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モルディブにとって、適応策は、気象による災害やリスクに対して
脆弱な島のシステムのレジリエンスを高め、かつ持続可能な開発の
達成を目指す、多様な側面を持つ目標だ。 © iStock/Tuomas Kujansuu

環境保全上の便益をもたらしながら、人々の福祉を高めるに
は、人権保護が決定的に重要であることが、ますます認識され
つつある。例えば、南アフリカの基礎水無料化政策は、家から
200 メートル以内で家庭用に一人一日 25 リットルの水を取得
できるよう保証することにより、多くの貧困に陥った世帯に便
益をもたらしている。この戦略は、健康に恩恵をもたらすと共
に、女性への負担を軽減する(Mehta 2005)。またその政策は
都市の制度を強化し、地方自治体レベルに権限を持たせること
で、家庭を起源とする地表水の汚染を減らすことにも役立つ。 

アジア太平洋地域
アジア太平洋地域は、地球規模で経済を成長させるエンジン

になったが、域内の国々には大きな差がある。中国が二酸化炭
素（CO2）の世界最大の排出国である一方で、ほとんどの太平
洋の島国は最小の部類に入る。水資源賦存量は、非常に乾燥し
ている温帯地域や水ストレス状態の小島嶼国から、ヒマラヤ山
脈の雪原や水の豊富な熱帯地域といった範囲に及ぶ。広く多様
な環境ガバナンスの制度や仕組みがある。この大陸域の課題は、
何百万もの人々を貧困から脱却させること、グローバル化で混
乱する流れを乗り越えていくこと、地球上で最も汚染された景
観のいくつかに対処すること、などだ。 

この大陸域が世界で温室効果ガス排出を最も急増させてい
る汚染源であるので、カーボンニュートラル、再生可能エネル
ギー、保全、効率化、を後押しする政策を遂行しようという決
意が、気候変動に対処する世界的な取り組みを成功させる上で
極めて重要だ。中国、インド、インドネシアといったアジア太
平洋地域の国々は、化石燃料への補助金を削減および中止して
国家予算への負荷を減らすと共に、最も裕福な人々や最もエネ
ルギーを消費している人々への公的資金による支援を止め、代
替エネルギー開発に対する公平さを確保し、環境被害や気候変
動への加担を減らそうとしている(IEA et al. 2010)。

気候変動の影響によって世界で最もリスクを被る状況に置
かれている 10 ヶ国のうち、６ヶ国がアジア太平洋地域にある。
行動すべき重要なことは、気候変動への適応策と災害リスクの
低減とを統合すること、適応に関する懸念事項を開発の政策や
計画に組み入れて主流化すること、生態系を基盤とする適応策
を促進すること、気候に耐えるインフラを開発することなどだ。
モルディブでは、海面上昇で立ち退かされた住民の移住先を探
す政策が続いている。また同時に、植林による支援を提供し、
排水を改善し、自然の尾根を嵩上げし、砂浜を補充し、マング
ローブを栽植し、サンゴ礁の健康を促進する政策を実施するこ
とで、個々の島々のレジリエンスを高めている(GEF 2009)。

アジア太平洋地域は、水に関する大きな難題に直面している。
当大陸域の水問題を解決するための必須の戦略は、統合的な水
資源管理の計画立案、利用者間で調整して水の需要と供給をバ
ランスさせること、水質管理の改善、適切な水の料金設定、多
様なステークホルダー（利害関係者）の参画、が当大陸域での
水問題を解決するための不可欠な戦略だ。中国の黄河は、川の

流れが一時的に途切れる年が続いた後、1997 年には 226 日間
その流れが涸れ、海に到達していなかった。1998 年に中国は、
取水割当量を超えた場合に罰金を科して遵守させる強制措置
で、川からの取水量を制限して、利用者に水量を割り当てるプ
ログラムに着手した(NDRC 1998)。2000 年以降、川は涸れ
ず海まで流れるようになっている。

アジア太平洋地域の新興経済国は、自然資源および生態系サ
ービスに対して、巨大な圧力をかけている。それに対して、保
護区の拡張、種の保全、生物多様性を損失させる直接的な駆動
要因への対処、コミュニティに基盤をおく管理の実行、先進的
な融資、がなされて進展はあったけれども、現在の生物多様性
および生息生育地の損失に対処するには、これらの取り組みの
規模では不十分である。しかし、成功したいくつかの例は他で
再現されることができる。ベトナムでは、森林生態系サービス
に対する支払いの仕組みを通して、上流でなされる水の制御、
土壌保全、景観保護に対して、観光事業者、下流の水道事業者、
電力事業者、が料金を徴収されている。そして 21 万ヘクター
ルの森林を保護していることに対して、林業事業体、森林管理
委員会、およびそのほとんどが少数民族から成る 9,870 世帯、
が支払いを受けている(Winrock International 2011)。

この大陸域で見られた政策の成功例の多くは、特定の状況下
で実現している。したがって政策の移転や模倣の取り組みには、
根底にある政治的、文化的、経済的、社会的な状況や、それら
が政策の実施および成功に及ぼす影響を注意深く分析するこ
とが必要だ。その必要な分析を可能にする環境を構築すること
が、政策の正しい組み合わせを選定するのと同じくらい重要だ。 

ヨーロッパ
ヨーロッパ大陸域は非常に多様で、その 50 の国々で 37 の
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言語が話され(Nations Online 2011)、広範な社会経済制度や
政治制度、様々な物理環境、異なる環境ガバナンスの手法が、
存在している。ヨーロッパの 2,300 万 km2 という陸域は
(GEO Data Portal 2011; FAO 2010)、多種多様な農業景観、
集積した都市、広範囲に及ぶ沿岸地帯、森林、手つかずの未開
区域が特徴だ。ヨーロッパ大陸域のほぼ 8 億 3,300 万人の約
半分が西ヨーロッパに住み、全人口の約 72％が都市部に居住
している(GEO Data Portal 2011; UNDESA 2010)。 

この大陸域は、環境問題に対処するために、しっかりした基
盤を持つ正式なガバナンスの仕組みや構造を持っている。欧州
連合（EU）は、40 年以上にわたり環境政策を開発し実施して
きた。その経緯は、1970 年代と 1980 年代には、個別の問題
ごとにターゲットを設定した政策で対処する手法を用い、続く
1980 年代と 1990 年代には広範囲の緒政策を統合しかつ民衆
の意識を高め、1990 年代の終わり以降には、政策の一貫性お
よびその他のシステミックな〘全体として見る〙アプローチ
へと進化してきた。 

全ヨーロッパの規模で、1991 年に開始された欧州環境閣僚
プロセスは、環境ガバナンスの上記の経緯を反映している。EU
および非 EU のヨーロッパ諸国はいずれも、温室効果ガス排出
削減に関する京都議定書の目標を順調に達成しようとしてお
り、また全世界で気候変動に対処する国際的な取り組みに資金
を提供する主要なドナー（資金提供国）になっている。EU の
排出権取引制度(ETS)は、EU の排出量の約 40％をカバーして
いて、その他の大陸域にとって、計画し実施すべき価値ある教
訓を提供している。2009 年の世界全体で年間 1,440 億 US ド
ルの炭素クレジット市場のうち、EU 炭素取引市場は 1,180 億
US ドル以上になると見積もられ、63 億トンに達する排出量を
扱った(EC 2009a, 2009b; Ellerman and Buchner 2007)。

ヨーロッパ大陸域のその他の有望な２つの政策オプション
は、再生可能エネルギーおよび適応戦略の開発に関するものだ。
再生可能エネルギーのための固定価格買取制度（FIT）は、20
年以上前にドイツで確立され、EU および世界中で手本とされ
成功している(Janicke 2011)。適応戦略では、EU は短期の災
害対応の枠を越えて、長期の国や地方レベルで実施される適応
策および政策を目指し、土地利用計画、農業、水管理、生物多
様性や自然の保護、気候変動への適応能力の構築、気候変動に
対するレジリエンスを高める措置の採用、に重点を置く。 

ヨーロッパの大気質はここ数十年間で好転したけれども、ま
だいくつかの懸案事項、特に都市の大気質、人々の健康、大気
汚染物質、生態系劣化、に関する問題がある。長距離越境大気
汚染条約（CLRTAP）およびその条約の全欧科学ネットワー
クは、大気質の問題点の記録文書化、次いで大気質を改善する
ための信頼の構築、政策の策定、最後に傾向のモニタリング、
を行うために極めて重要であった。これらの政策および取り組
みの多くは、再現される潜在性が高く、急速な産業化で大気質

が劣化している区域においては特にそうだ。 

また欧州連合の政府機関は、淡水の問題を解決することに極
めて重要な役割を果たしていて、統合的な水資源管理が、意思
決定を導く重要な仕組みになりつつある。ほとんどのヨーロッ
パの川が越境しているという特性があるために、河川流域管理
計画の策定を通して、川を利用する国々の間で緊密な協力が求
められる(UNECE 2011)。また水使用量の計測や、使用量を
減らすインセンティブをもたらす水の価格設定、などの情報提
供や市場に基づく手段は、家庭向けの水使用量を 20～40％削
減できる政策アプローチとしての可能性を示す。 

廃棄物は、強く規制されているにもかかわらず、その量が増
え続けている。東ヨーロッパでは、ソ連時代からの産業廃棄物
の遺産が、いまだに生態系に対して著しい問題を引き起こして
いる(Devyatkin 2009)。政策の焦点は、廃棄物の削減、再使
用、リサイクル、に次いで、新技術の開発、ライフサイクルア
プローチへのより一層の信頼、を促すことによって、生産者に
責任を負わせる方向へと、進化しつつある。電気や電子機器、
様々な化学物質、有毒および放射性副産物、など特定の廃棄物
に対する法令が開発されてきた。 

ヨーロッパは多数の国々で保全を進める取り組みの最前線
に立っている。ナチュラ 2000 を通して、一貫性のある保護区
ネットワーク、生物多様性のモニタリング、諸々の保全活動、
を確立してきた。しかしながら、生物多様性の損失は、景観、
生態系、生息生育地、の劣化が止まらないために、依然として
問題のままだ。それでも、フォレストヨーロッパなどの取り組
みが、生物多様性の保全、気候変動、淡水資源の保護に対処し
つつあり、既にヨーロッパ諸国の森林地帯の総面積を増加させ
ることに貢献している(Forest Europe et al. 2011)。

中南米とカリブ諸国 
中南米とカリブ諸国の 33 か国は、その大きさおよび経済発

展度において著しく異なる。この大陸域は、世界で７番目に大
きな経済国であるブラジルと(The Economist 2011)、脆弱だ
が開放経済を導入している小島嶼開発途上国の両方を擁して
いる(Rietbergen et al. 2007)。また自然資源が豊富で、世界の
森林のおよそ 23％、淡水資源の 31％が存在している。これら
の資源は平等に分配されているとは言えないが、この大陸域の
生態系と自然資本が、全体として豊富で、経済的に重要である
ことは明白だ(UNEP 2010)。この大陸域は、人口の 79％が町
や都市に住み(UN-Habitat 2010)、世界で最も都会化している
地域の一つだ。ここは、町や都市が急成長していて、それらに
安全な水や衛生設備を提供するという課題、ならびに大気汚染
や、淡水および海の汚染に対処するという課題に直面している。 

環境をつかさどるこの大陸域の諸機関の能力は、現在のとこ
ろ、法律の欠如によるだけでなく、政治的な意思の不足、手続
きの連続性が不十分であること、不適切な執行手段、によって
制約されている。また当大陸域は、持続可能な管理の取り組み 
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を促進し、かつ生物資源の保全を確保するために、他の大陸域
よりも大きな財源を必要としている。

より持続可能な開発モデルの達成には、環境と経済の問題に
同時に対処できる分野横断的な政策を、適切な規模で促進する
ための国および大陸域の戦略の改良が必要だ。またガバナンス
の改善、コミュニティの活発な参画、組織間でのハイレベルの
相互協力、が必要だ。これらのアプローチを組み合わせること
が、人々の福祉を高めると同時に、環境問題の改善を支援でき
る。またこういった取り組みは、この大陸域が直面する最も深
刻な課題である、貧困と不平等に対処する上でも極めて重要だ。 

地方および大陸域のレベルで、社会ニーズを注意深く分析し
評価することで、社会の開発にも対応できるより効果的な環境
の取り組みが、実施されるよう促される。例えば、ブラジルの
クリチバ市で最初に実施され、次いでコロンビアのボゴタ市で
実施された、先進的な輸送の取り組みは、事業がうまく設計さ
れれば、気候緩和や輸送改善のオプションなど、複数の便益を
環境や社会に生み出せることを示している(WRI 2010)。

統合的な水資源管理は、水、土地、その関連資源、の開発や
管理の調整を促す。またそれは、注意深く設計され実施される
ならば、極めて重要な生態系の持続可能性を危険にさらすこと
なく、公平なやり方で、経済的社会的な福利を最大限にできる。 

また、鍵を握るステークホルダーをよりうまく組み入れるよ
う確保する、グリーンファイナンスの政策オプションや仕組み
は、環境劣化と、当大陸域の生物多様性への脅威、を減少させ
る重要なアプローチであると認識されている。例えば、水の利
用者が寄付する信託基金である水資源保護基金（FONAG）は、
キト、エクアドル、およびその周辺地域、に水を供給する
65,000 ヘクタールの流域の再生と保護に、協調融資するため
に用いられている。同様の基金が、コロンビアおよびペルーで
開発されている(Cisneros and Lloret 2008)。

1960 年代以降、耕地面積が、南アメリカで 83％、アフリカ
で 46％、アジアで 36％増加したが、そのことは３つの大陸域
のすべてにおいて発生した著しい森林破壊と符号している
(IPSRM 2010)。2009 年に、中南米とカリブ諸国の 28 万人
を超える生産者が、世界の有機農業の 23％を運用しており、
中でもドミニカ共和国とウルグアイの割合が最も高い(Willer
and Kilcher 2011)。南アメリカで農業に使用されている土地
の総面積が、1970 年～2008 年の間に 20％増加し、畜産業の
それは 37％増加した(FAO 2010)。

中南米とカリブ諸国での現在と過去の経験について検証し
て、多様なスケールでの土地利用計画、持続可能な農業と畜産、
劣化した土地の復元、という３つの土地管理政策が、ヨハネス
ブルグ実施計画の設定目標(WSSD 2002)を達成する上で、最
も有望であると考えられている。生態系サービスに対する支払

い、持続可能な森林管理、統合的な土地管理及び水利用計画に
関する政策が、気候変動、生物多様性、水の目標、などの複数
のテーマに対処している。

自然資本の管理、土地を基盤とする資源の利用、沿岸や海洋
資源の利用、の改善には、技術のネットワークや、知識の流れ
を強化する取り組みが必要だ。またそういった能力構築の取り
組みは、より効果的な開発成果を生み出すのに役立つと共に、
生物多様性と水の保全を促進する政策、ならびに気候変動の緩
和策と適応策、の改善を支援する上で重要だ(CCCCC 2011)。 

北アメリカ 
当大陸域の人口動態の変化、急激な世界経済の台頭、資源の
制約が、すべて、アメリカとカナダの公共財やサービスの供給
力に影響を及ぼしたとしても、北アメリカは世界経済のリーダ
ーであると考えられる。しかし同時に、分断されたガバナンス、
政策の不安定さ、明確な目標と科学的な政策の欠如、地方の解
決策を求めるよりも地球規模の問題に対処すべきかどうかの
ジレンマ、などが環境目標の達成を妨げている（第１章）。

北アメリカでは、最近、環境管理において、法令や基準によ
る手法よりも、市場に基づく手法が成功していることを強調す
る傾向があった。しかし、さらなる経験データによって、市場
に基づく手法による実際の影響が示される必要がある。市場に
基づく手法がうまく働くには、明確な強い法令の枠組みが必要
なので、法令による手法と市場に基づく手法が、相補的なやり
方で実施される場合に最もうまくいく。さらに、説明責任と透
明性が加われば、公正で衡平な社会的成果が確保されるよう助
けられると共に、上記手法による環境への有効性が高まる。

技術的な手段と経済的なインセンティブとを結び付けた統
合的な水資源管理は、複雑な水資源の難題に対処することに効
果があることが判明した。統合的な戦略は、効果的な調整およ
び実施するメカニズムが伴うならば、再現される大きな可能性
がある。統合的な水資源管理には、多様な地理的および行政的
なスケールで、ステークホルダー間の調整を行う努力が必要で
あり、さらに気候変動や水需要の増大に起因する水の運営体制
の変化に応じて、適切な行動が確保されるよう、十分な科学的
根拠とモニタリングが必要だ。水文学的な流域規模で、人と自
然の両方が必要とする淡水へのニーズを満たすために、淡水の
入手可能性、持続可能な使用、公平な配分、を維持する政策が、
全体論的アプローチの中に取り入れられなければならない。

米国の８州とカナダの２州が関与する、2005 年の五大湖・
セントローレンス川流域の持続可能水資源協定は、流域全体を
各州が管理し保護する枠組みを提供している。五大湖とセント
ローレンス市の取り組みは、流域の全ての加盟都市が水使用を
2000年と比べて2015年までに15％削減する目標を掲げてい
る。2010 年までに、33 の加盟都市のほぼ半分が 13％の削減
を達成し、全体で約 3億 3000 万ｍ3の水が節約された。
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外部性に対して価格付けを行い、かつ統合的な土地管理を実
施することによって、北アメリカの土地利用活動の持続可能性
が向上することが示された。北アメリカ中の管轄区が、その程
度は様々であるが、これらの政策手段の多くを採用してきた。
例えば、カナダのブリティッシュコロンビア州では、資源企業、
環境団体、沿岸の北米先住民族が、生態系に基づく統合的な土
地利用計画である「2006 年グレートベア森林協定」を共同で
実施し、成功させた(McGee et al. 2010)。米国では、税やそ
の他のインセンティブによって、地方、州、国レベルの土地ト
ラストにより保全される土地の総面積を、ほぼ 1,500 万ヘクタ
ールにまで増大させた。さらに米国では、生態系サービスに対
する支払い（PES）に関するプログラムによって、9,200 万ヘ
クタールが恒久的に保全されている。

州レベルで、北アメリカの再生可能エネルギー技術が成長し、
それに伴って、エネルギーミックス内での再生可能エネルギー
の割合が高まったのは、固定価格買取制度のような市場メカニ
ズムによって支えられる政策目標に端を発したものであると
言える。北アメリカにおいて、再生可能エネルギーの利用を大
幅に増やすことは、技術的に可能であり、それは新たな雇用や
ビジネスの機会を創出すると同時に、温室効果ガスの排出削減、
エネルギー価格の一層の低下、市場の不安定性の縮小、など多
様な便益をもたらすことができる。

また炭素税もエネルギー効率の向上に寄与できる。カナダの
ケベック州およびブリティッシュコロンビア州は、2007 年お
よび 2008 年にそれぞれ炭素税を課した。ケベック州の炭素税
は非常に低いが、ブリティッシュコロンビア州の炭素税の仕組
みは税収中立型で、より野心的で、2008 年に CO2 排出１トン
当たり 10 US ドルでスタートし、2012 年には 30 US ドルに
高めている。的を絞った減税と結びつけて包括的に運用したり、
炭素集約型産業にとって潜在的に大きくなる適応コストを減
少させるなど、炭素税に関する一般的な欠点に対処してきたこ
とが、炭素税が市民に受け入れられるよう役立ってきたようだ。 

西アジア 
西アジアでは、乾燥した地域および半乾燥した地域が、約

400 万 km2 に及んでいる。降雨は、乏しいが、空間的時間的
に著しく変動する。水不足に加えて、干ばつが頻発もしくは継
続的に発生することが一般的なため、水が当大陸域で最も貴重
な資源となっている。またこの大陸域は、土地劣化と砂漠化に
対処する必要性、生産および流通および最終利用の効率が非常
に悪い化石燃料によるエネルギー生産とその利用の増大、海洋
と沿岸の資源の保全および持続可能な利用、などの重大な環境
課題に直面している。気候変動は、潜在的に当大陸域の経済や
人の幸福に悪影響を及ぼす主要な問題の一つになりつつある。 

西アジアは、環境ガバナンスにおいてかなり進歩した。例え
ば、アラブ連盟は、西アジアにおける環境政策が適切に調整さ
れるよう確保するためのハイレベルな機関として、アラブ環境
担当閣僚協議会（CAMRE）を設立した。CAMRE は、大きな

環境問題を特定し、優先順位を定め、持続可能な環境に関する
問題に対処することを目指す。しかしながら、悪化する環境傾
向は、インセンティブ、モニタリングの仕組み、経済および環
境の評価手法、環境教育、市民の認識を高める戦略、といった
追加の政策手段を用いる必要があることを示している。 

西アジアの国々は、市場に基づく手段よりも、法令による戦
略に強く依存している。様々な部門間で、より高いレベルの統
合を達成しようとするポリシーミックス〘政策の効果的な組
合せ〙を導入する、新たな取り組みは存在するが、控えめなま
まだ。例えば過去 40 年間の水政策のほとんどが、脱塩などの
技術的な解決策を通して、水不足を克服しようとする水の供給
戦略に焦点を当てるものであった。この水の供給に重点を置く
アプローチは、特に湾岸協力会議の主要国の強い財源を利用す
ることで可能となったものだが、とりわけ都市部での水の供給
と衛生設備に関するミレニアム開発目標の達成に良い進展を
もたらした(UNDESA 2011)。

それでもなお、持続不可能な需要や消費のパターンがまん延
し続けていることが、水資源の消耗と広範囲の水質悪化をもた
らし、共有の給水源をめぐる地域の緊張をさらに高める状況を
招いている。統合的な水資源管理は、水資源の持続可能性を達
成する有望なアプローチだ(CEDARE and AWC 2004)。加
えて、水道水に適正な価格設定を行うことが、より良い需要管
理を達成するために極めて重要であることが、広く理解される
ようになりつつある。サウジアラビアでは政府が、農業部門の
水消費を減らす多くの対策をスタートさせた。まず政府はディ
ーゼル燃料への補助金を削減することで国内の食糧生産を抑
制し、次に地元産の小麦の政府自身による購入を徐々に減らし
ている。2009 年に政府は、８年間で小麦の国内生産を徐々に
廃止していく目標を設定し、それと同時に、現代的な灌漑シス
テムを整備するためのインセンティブや貸付を増やし、飼料の
輸入に補助金を付与し、飼料の輸出を禁止して、戦略的な食糧
備蓄を確立しつつある(AFED 2010; Hussain et al. 2010)。

土地劣化と砂漠化は、食糧生産、生物多様性の損失、水資源
の悪化、気候変動、などの多くの難題と結びついている。その
ため土地劣化と砂漠化と闘う国の行動計画は、自然資源に対す
る持続可能なアプローチ、生物多様性保全の取り組み、気候変
動への取り組み、とうまく統合される必要がある(Ministry of 
Municipalities Affairs and Land Use Planning 2010)。 

西アジアの多くの国が現在、強力な沿岸開発計画を実施して
いる。しかし当大陸域の機関は、国々が生態系に基づいた管理
を適用することを通して、沿岸および海洋の生態系を保護する
責任を今後とも確認する必要がある。気候変動、原油流出、陸
の汚染源、から海洋および沿岸域を保護することは、この大陸
域にとって、いまだに重要な課題だ。危機管理やリスク評価な
どの戦略を開発し実施することは、気候変動の適応策および海
洋環境の保護にとって、非常に重要な方法だ。海洋保護区の設
立および統合的な漁場管理の適用は、海洋生物多様性の保全を 
高める有望な解決策だ(Sheppard et al. 2010; Price 2002)。 
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オマーンは、沿岸および海洋生態系への被害を減らす取り組み
の中で、２つの海洋保護区を設立した。© iStock/Steven Allan

計制度、情報へのアクセスと市民参加と環境正義の改善、能力
の開発、目標の設定とモニタリングシステムの改善、などだ。 

気候変動 

多くの国にとっての主要な関心事は、過去の温室効果ガス排
出によって既に始まっている気候変動の影響に対して、レジリ
エンスをいかに構築するかであり、特に最も脆弱なコミュニテ
ィにおいてそれを構築する方法だ。政策としては、気候変動の
緩和策と適応策、ならびに災害リスクの低減に向けたものだ。 

既に行われている有望な気候変動の政策は、環境に有害な特
に化石燃料への補助金の廃止、炭素税、炭素隔離によるインセ
ンティブを生む林業、排出権取引制度、気候保険、能力構築と
融資、気候変動に耐え得るインフラ等の整備や適応策、などだ。 

エネルギー

地球規模の目標を達成するために、持続可能なエネルギーシ
ステムを開発するための法的および制度的な枠組みが必要だ。 

成功した諸政策は、省エネルギー技術を移転して適用する区
域での国際協力の強化、エネルギー効率の促進、再生可能エネ
ルギー使用の増強、固定価格買取制度、化石燃料への補助金の
制限、都市の中に低排出ゾーンの設置、特に蓄電池やその他の
形態のエネルギー貯蔵に関する研究開発、などだ。

大気汚染 

大気汚染を優先テーマの一つとして選定し、政策オプション
の評価を行った大陸域はヨーロッパだけだ。 

成功した諸政策は、燃料基準や乗り物の排出基準； 技術的
な排出制御、利用可能な最善の技術、燃料の転換、液体燃料中
の硫黄分の削減、などによる産業汚染の制御； 地方自治体用
の、適正なモニタリングや情報システム、適切な制度による指
令、などを行う局所的な大気質管理計画、などだ。 

土地 

土地政策には、環境劣化と、環境劣化による社会経済的なコ
スト、の両方を抑える働きがある。

土地、水、その他自然資源、へのアクセスを定義し、使用に
ついて規定する、明確な保護された権利および有効な規則は、
すべて、土地および資源の持続可能な長期管理を確保するため
に欠くことのできない手段だ。成功している政策オプションは、
統合的な水域（集水）管理、資源効率の良い都市の拡張、主要
な農地の保護、森林管理の改善、生態系サービスに対する支払
いと REDD+、混農林業やシルボ・パストラルの実践、などだ。 

淡水 

地方から国際レベルに至るまで、ほとんどの政府が、入手可
能な水量を、生態系の健全性と環境の持続可能性を維持できる
水準で、人々や経済の需要に合わせて再調整する必要に迫られ

西アジアは広大な価値ある再生可能エネルギー資源を持っ
ているが、エネルギー部門は、環境への悪影響や高い炭素強度
をもたらす化石燃料にまだ強く依存しているのが特徴だ。気候
変動を緩和するための、エネルギー効率および再生可能エネル
ギーを促進する政策への取り組みが進展しつつある。しかしな
がら当大陸域は、地球規模の目標を達成し、かつ持続可能なエ
ネルギーシステムを開発するために、その法的枠組みや制度的
枠組みを、まだ強化する必要がある。特に西アジアにおける建
築部門は、主として空調設備への需要が著しく高いために、多
量にエネルギーを消費する部門になっている。建築物のエネル
ギー効率基準が採用されることによって、グリーン建築への切
り換えが起こりつつあるが、そのことは、再生可能エネルギー
の開発に加えて、当大陸域全体にとっての大きなチャンスだ
(Ministry of Public Work and Housing 2009)。

共通していること 
GEO-5 の第 9～14 章で示された各大陸域の評価は、最優良

事例に基づいて政策の対応や手段を特定している。多くのケー
スで成功することが分かった特定の政策アプローチを見るこ
とで、大陸域間で共通する特徴を見つけることができる。一つ
以上の大陸域で成功裡に採用されたこれらの政策対応は、国際
的な合意目標の達成を早める、より大きな可能性を持っている。 

成功した政策手法および手段 
環境ガバナンス 

大陸域および地球規模のレベルで、環境ガバナンスは、環境
保護のプロセスを規定する、組織、政策手段、資金調達の仕組
み、規則、手順、規範、をセットにしたものへと進化してきた。 

持続可能な開発を行う上での大きな問題の一つは、ガバナン
スが欠如または不十分なことで、そういった障害を克服するた
めに、次のような多くの取り組みが積極的に行われてきた。そ
れは、複数の行政レベルで多様なステークホルダーを参画させ
ること、権限移譲の原則のさらなる導入、地方レベルのガバナ
ンス、相乗効果のある政策の施行と矛盾の除去、戦略的な環境
アセスメント、自然資本や生態系サービスに価値を設定する会
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廃水処理は、残りの水（または廃液）が環境に放出される前に、
なるべく多くの浮遊物質の削除を目指す。 © Christian Uhrig/iStock

ていて、淡水をすべての利用者に対して公平かつ持続可能に管
理することが大きな課題だ。この再調整の多くは、国内の農業
や工業からの要求と並行して、環境に配慮することを、国や国
際機関が起草し施行する政策や法令の中に組み入れるよう求
めるものだ。従来から、環境への配慮が、二次的に考えられて
いたり、淡水資源の配分や管理に関する意思決定において優先
されていなかったならば、その再調整は、少なくとも最初のう
ちは、既存の人々中心のプロセスにおいて払われる注意を、環
境問題に拡張させることに焦点を当てなければならないだろ
う(UNEP 2010)。 

諸々の大陸域においてその成功が特定された政策は、統合的
な水資源管理、湿地の保全と持続可能な使用、水利用効率の促
進、国または地方政府レベルで行う使用水量の計測とその容積
に基づく料金規定の実施、安全な飲料水および衛生設備を人の
基本的権利やニーズとして認めること、排水課徴金、などだ。 

海 

統合的沿岸管理や海洋保護区といった政策、および受益者が
料金を負担するという経済的手法が、管理の観点において、あ
る程度の成功を収めてきた。 

生物多様性 

生物多様性の諸政策は、生物学的に多様な生態系および生息
生育地の、保護、保全、持続可能な利用、を促進する。そうす
ることで、それらの政策は、著しい公的な利益を生み出し、社
会的な福利に貢献する。 

成功した政策手段は、生態系サービスに対する市場に基づく
手段であり、生態系サービスに対する支払い（PES）および森
林減少・劣化からの温室効果ガス排出削減（REDD+）、保護
区の管理の強化および改善、境界を越えて生物多様性および野
生動物が移動できるようにする緑の回廊の設置、コミュニティ
に基盤をおく参画および管理、持続可能な農業の実践、などだ。 

化学物質と廃棄物 

有害な化学物質と廃棄物を適正に処理するために、次の政策
を含む、重要な国際的法的手段および枠組みが採用された。化
学物質の登録、拡大生産者責任、環境のためになる製品の再設
計および設計、ライフサイクル分析、クリーナープロダクショ
ン〘環境負荷の低い生産システムの構築〙に加えてリデュースと
リユースとリサイクルの３Ｒ、国および大陸域の有害廃棄物処
理システム、有害な化学物質と廃棄物の不適切な輸出入の制限。 

政策の適用をより効果的な方法で行う 
有望であるとして選定された政策の多くは、統合的な水資源

管理や沿岸域管理といった、十分に研究されかつ一般に認めら
れた管理の概念、および保護区、に基づいている。しかしこれ
らの管理の概念に、次項に示すいくつかの原則を付随させて政
策を適用するならば、画期的なことになり得ることを示す、諸
大陸域で共通するいくつかの結論が特定された。 

テーマと部門を越えた分野横断的な政策

選定された政策オプションは、一つ以上のテーマ領域におい
て、互いに強化し合ってプラスの影響をもたらすので、多くの
場合、有望であると特定された。 
・「互いに強化し合う分野横断的な政策オプションに着目して、

機会を最大限にすることが重要だ。」（第 9 章 アフリカ） 
・「テーマや部門を越えて一貫した効果的な政策を適用するこ

とが、物理的に環境を改善し、人々をより健全にする大き
な恩恵をもたらすことができる。」（第 11 章 ヨーロッパ） 

・「中南米とカリブ諸国の自然資本は、持続可能であるために
は、部門を越えた統合的な方法で管理される必要がある。」
（第 12 章 中南米とカリブ諸国） 

・「部門の政策統合、ポリシーミックス、地域統合、の導入に
失敗した場合は、現状における持続不可能な消費や生産の
パターンが、特にエネルギー、水、食糧安全保障、海洋資
源に対して強まると共に、自然資源の消耗および汚染の増
大や、次いで人々の健康や幸福への悪影響といった重大な
結果ももたらす可能性があるだろう。」（第 14 章 西アジア） 

駆動要因に対処する 

環境劣化の影響に注意を注ぐことから、その代わりに、根本
的な駆動要因に着目することへ移行する必要があるという認
識が、専門家の間で拡がりつつある。 
・「政策対応は、環境への影響に着目することから、市場や情

報に基づくアプローチを通して主要な駆動要因に対処する
ことへ、転換し始めている。」（第 10 章 アジア太平洋地域） 

・「環境劣化のより深い根本的な原因のいくつか、すなわち
諸々の駆動要因に対処する政策を国々が始めなければ、国
際協定、大陸域協定、国の協定における設定目標やターゲ
ットは達成されそうにない。」（第 12 章 中南米とカリブ諸国） 

モニタリング、評価、説明責任

モニタリングや評価は、政策の設計を改善し、説明責任また
はステークホルダーの自助努力（オーナーシップ）を強化し、
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次にまたは他国を舞台に適用されることができる有望な活動
を特定する、ために利用できる。 
・「モニタリング、評価、社会学習、への投資は、政策の対応

を補正したり変更するための支えとなる。説明責任の強化
は、政府や民間部門が確実に取り組みを履行し、合意され
た成果を達成するのに役立つ(Najam and Halle 2010)。
開催された会議の数といった取り組みベースの指標ではな
く、パフォーマンス指標を開発することによって、どのよ
うにして、どの程度まで、政策の目的が達成されつつある
のかを一層明確にできる(Najam and Halle 2010)。国や
サブ大陸域が効果的な強い報告制度を持つことが、実施機
関の責任を問い、成功例を記録、文書化する機会を提供す
るのに役立ち、次いでその報告文書が成功例を広め実現さ
せる基盤を作る。」（第９章 アフリカ）

・「モニタリングとデータ収集の改善、情報へのアクセス、法
的救済は、環境変化をもたらした駆動要因や持続不可能な
開発を、改めさせる潜在性を有している。」（第 10 章 アジ
ア太平洋地域）

・「政策の成功と再現を促進させるだろう条件は、より効率的
な監視システムなどだ。」（第 11 章 ヨーロッパ） 

・「政策の進展度を評価し、成功箇所と短所をはっきりと特定
するには、パフォーマンス指標が必要だ。」（第 13 章 北ア
メリカ）

・「環境情報が体系的に収集、処理、分析、作成、普及、交換
されれば、もっと強固な意思決定、および適切な政策が策
定され実施されるだろう。」（第 14 章 西アジア） 

越境での協力 

近隣の国々によって共有されている自然区域は、共通の宝で
あるだけでなく、共同の責任下にある。それらは、争いの源か、
協力や繁栄の源のいずれにもなり得る。 
・「多様なステークホルダーが関わっている国境をまたぐ沿岸

資源や陸上資源を管理する政策オプションなど、持続可能
な管理を達成するためには、協力することが有効であるこ
とが示された。協力することで公正さが増し、技術の共有
が高まり、争いが減少してきた」（第９章 アフリカ） 

・「管理を通して森林の持続可能性を強化する取り組みは、そ
れを行う国の能力および認識不足に直面し、また世界的な
林産物市場での競争の激化にも直面している。したがって、
国境をまたぐ共通の問題に対処するために国を超えて緊急
に協調する必要がある(Hogl 2002)。」（第11章 ヨーロッパ） 

・「協力することが、当大陸域の持続可能性を改善する上で、
重要な要素だ。当大陸域の国々の間での協力は、情報の共
有、専門知識や技術の移転を促進するが、現状では、協力
の欠如によって、国々がより持続可能な開発の軌道へ移る
ことが制限されている可能性がある。また協力は、一般に
国境をまたいで拡がる生態系および生物種の管理の改善を
助けるだろう。」（第 12 章 中南米とカリブ諸国） 

地方や国レベルでの多様なステークホルダーの参画 

意思決定の作業にステークホルダーを関与させることの便

益が認識されてきた。その便益は、意見やニーズや知識の共有、
コンセンサスの形成、参画者が成果に影響を及ぼす可能性、政
策の施行を確実に促進するための誓約と当事者意識の構築、な
どの機会が提供されることだ。
・「持続可能な土地管理などの提示されたオプションのいくつ

かは、地元レベルおよび政府レベルで、ステークホルダー
が高い頻度で参画することで、持続可能性を高める良好な
成果とともに、妥当性が確保されることを示している。コ
ミュニティ参画型の資源管理など、地方分権化や権限を移
譲する政策が、コミュニティと環境にとってプラスの成果
をもたらしてきた。」（第９章 アフリカ）

・「政策を施行して成功させるには、順応的かつ包括的な水資
源管理の計画的な枠組みを確立することが必要で、それに
は、適正な価格設定と多様なステークホルダーの参画が不
可欠だ。ガバナンスの改善は、持続可能な開発を達成する
手段として説明責任を強化するために非常に重要だ。」（第
10 章 アジア太平洋地域） 

・「政策の成功と再現を促進させる条件は、意識の向上、多様
なステークホルダーの強力な賛同を通して、市民社会の関
与がより活発になることなどだ。」（第 11 章 ヨーロッパ） 

・「透明性、説明責任、公正さ、持続可能性、いかなるステー
クホルダーも参画できること、といった標準的なガバナン
スの原理や価値が、ガバナンスの枠組みを強化するための
基本だ。」（第 12 章 中南米とカリブ諸国）

・「ステークホルダーの活発な関与は、課題に関する明確な議
論をもたらすと共に、意思決定とその受け入れを改善させ
るので、市民からの支援や理解が欠如しがちなトップダウ
ンの計画立案に効果を発揮する。」（第 13 章 北アメリカ）

・「環境ガバナンスは、単に環境政策に着目するだけではなく、
社会が持ちうる共通の目標を考慮に入れ、政策の設計およ
び遂行に様々なステークホルダーを関与させる必要があ
る。」（第 14 章 西アジア） 

課題と機会 
これまで政策分析は、地方または国レベルでの特定の計画や

プログラムやプロジェクトを背景として実施され、そこでは、
経済的社会的なコストおよび便益に焦点が当てられ、特定のス
テークホルダー（利害関係者）のグループを関与させてきた。
しかし政策分析は、変化していく想定に規則や規範が順応する
ので、今や新たな課題に直面している(Hajer 2003)。GEO-5
の政策的な使命は、分析し評価する範囲を拡げて、各大陸域に
おいて成功した環境政策を特定し、それらの政策が、国際的な
合意目標の達成速度を高める可能性を明らかにすることを目
指した。またその分析は、政策立案者に、調査するための有望
な手段を提供しようとしている。

特定され評価された諸政策の有効性が明らかになったとし
ても、その政策が、選定された国際目標に対する最適な選択で
あるか否かは、確かではない。さらに、ほとんどの政策が相補
うパッケージの一部として施行されるという認識の下、単一の
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政策ではなく、一群の政策が特定された。状況や規模が異なる
と、ある政策が、効果を上げられるか否かは不確かであり、多
くの政策にとって、特定の理由のために政策が有効であるとい
う直接的証拠は、政策が移転され再現される可能性についての
証拠がそうであるように、限定される。政治的な意志は、疑う
余地もなく、依然として成功に欠かせない必須要素だ。しかし
社会のような動的システムの中で、直接的な因果関係を探し出
すことは常に困難だ。変化する要素から都合の悪いものを取り
除くことは難しく、また都合の良いものが自然に入ってくるこ
とも通常は起こらない。したがって、生来の問題であるにもか
かわらず、実験と観察が継続されなければならない。 

情報と指標 
投資して環境についての知見を生み、それをガバナンスや政

策策定に使える情報に翻訳することが、環境の管理を成功させ
るために不可欠なので(Adger et al. 2005)、科学、政策立案
者、コミュニティの間に、より良いインターフェースが必要だ。
政策や意思決定に対して効果的に影響を及ぼすためには、環境
情報は、政策立案者や公衆に明瞭なメッセージとして伝わる、
科学的に導き出された理解し易い指標に変換されるべきだ
(UNESCO-SCOPE 2006; Cimo- relli and Stahl 2005)。 

政策手段が説明責任と透明性を増大させるように設計され
ることによって、環境性能に関する情報、および資源使用の影
響に関する情報が、より広く利用可能になり、その結果、意思
決定が促され、様々なステークホルダーが動員される。関連す
る情報や指標は、さらに、政策の有効性がモニタリングされ評
価されるのを助け、また政策によって管理のアプローチが新た
な状況に適応できるようになるか否かの判断も助ける（これら
は良い環境ガバナンスを行うための重要な要素だ）。大陸域お
よびサブ大陸域のレベルで、情報や知識を共有する仕組みがあ
れば、情報や知識がさらに良く利用されることができるだろう。 

個々のプロジェクトへの環境アセスメント、一連のプロジェ
クトへの累積的な環境アセスメント、諸政策や計画やプログラ
ムに対する戦略的な環境アセスメントはすべて、極めて重要な
情報を提供する(World Bank 2006)。また環境目標の達成に
貢献したと思われる政策事例の文書化も価値がある。ここに記
述されている有望な政策は、事例研究で説明されていて、事例
が政策の成功した状況を知る手掛かりを提供する。

越境協力と地域協力 
環境問題は国境に拘束されない。環境劣化が越境して拡がる

性質は、汚染や被害がますます大きな区域へと影響していく結
果だ。越境する環境問題を解決しようとする際に、地域協力を
樹立する機会がもたらされる。 

地域協力で共有の環境問題に対処することは、中でも地勢、
気候、経済活動、歴史、についての共通の特性を有しているこ
とが土台となって、画期的な解決策が移転されるよう支援でき
るので、成功の可能性が高まる。越境のアプローチは、たいて

い、対話を促進し、ネットワークを樹立し、学習や知識の共有
を促す、ことによって協力を強め、争いを減らす。このことが、
経済や開発の協力に必要な政局の安定を生み出す助けとなる。 

協力によって得られるその他の恩恵は、国の取り組みの拡大、
国家間での能力の移転、幾人かのステークホルダーを越境して
関与させる保全の取り組み、などだ。その際に重要なことは、
持続可能性、関与する機関の能力の相異、傷つきやすい主権の
問題が発生した場合の政治的な協力のあり方だ。 

第 9～14 章は、成功した越境の取り組みについて多くの例
を提供している。 
・アフリカでは、着目点、構成、展開、範囲にかなりの相違

はあるが、自然資源の越境管理が急速に増えていることは、
いくつかの課題はあっても、越境管理の政策が、アフリカ
で共有される多様な生態系を再現し管理していく上で、高
い可能性があることを示している。

・アジア太平洋地域では、越境して協働することが、国の機
関の協力を促進し、多くの国に恩恵をもたらしている。大
メコン圏、インドとネパールにまたがるテライアーク景観、
スールースラウェシ海域、サンゴ三角地帯、のような高レ
ベルの生物多様性を有する区域を、越境保護することで利
益がもたらされることが、いくつかの例で示されている。

・ヨーロッパでは、ほとんどの河川が国境をまたいでいると
いう自然の成り立ちのために、緊密な国際協力が求められ、
統合的な水資源管理が、主導的な仕組みとしてますます実
施されるようになっている。

・中南米とカリブ諸国では、エネルギー部門で越境して協力
し統合することは、電力の供給を増やし、普及範囲を広げ、
発電システムの機能を強化することが示された。

・カナダと米国政府によって考えられた国際流域構想（Inter- 
national Watersheds Initiative）は、流域の運営機関の
設立を促し、統合的な越境流域管理を推進している。

・西アジアでは、越境の水資源を共有する公平な協定を構築
しようとすると国益が対立する。これらの問題は、意思決
定者が水を政治的議題の上位に配置すると強く誓約するこ
とで支えられる、統合的水資源管理を通して対処されうる。 

各大陸域に特有の課題が政策アプローチに
影響を与える 

それぞれの大陸域は、人口、面積、内部で共有されている歴
史や文化のまとまり具合、言語、富の配分、教育、などが異な
ることによる特性を反映している。政治的意思、経済的能力、
歴史、その他の無形資産、に関する問題が、各大陸域で様々な
重みをもって、存在し続けている。 

アフリカでは、大陸域の重要な緒目標の環境面および社会面
の両方を達成するにあたって、人口増加、急速な都市化、気候
変動、持続不可能な開発の継続、ガバナンスの弱さ、が大きな
課題として存在し続けている。環境政策とその運用を強化する
出発点として、人々の福祉に取り組むことになった。ドナー（資
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金提供国）による支援が、いくつかの政策の運用に極めて重要
になっている。「援助効果に関するパリ宣言」の原則（自助努
力、調和化、整合性、成果管理、相互説明責任）は、ドナーと
の協働について定義するもので、合意されているアフリカ緒政
府の優先順位や用途が、ドナーの支援によって支えられるよう、
また似たような公共機関を開設するよりもむしろ政府の制度
が強化されるよう、確保することを目指している。 

アジア太平洋地域は、地球規模で経済を成長させるエンジン
になったが、この成功は地球の最も脅かされている生態系のう
ちのいくつかを犠牲にしてきた。アジア太平洋地域で採用され
ている政策の多くは、他の大陸域、たいていはヨーロッパやア
メリカに起源があって、そこで最初の試みがなされている。ア
ジア太平洋地域での政策の多くが成功裏に実施されていない
のは、ある政策が既に先進国で機能しているならば、それは開
発途上国でも、うまく機能するはずだという過度の楽観主義か
ら生じているのかもしれない。例えば、アメリカでの政策体制
は、大気や水質汚染を管理するために、基準を設定し、許可し、
違反者がいれば訴追する強い指揮統制を持つものであり、アジ
ア太平洋地域の開発途上国においては、同じようには働かない
傾向がある(AECEN 2004)。有効度を詳しく分析する必要が
あるが、自発的遵守、汚染者の名前を出して名誉を傷つける社
会的圧力、被害の賠償、を中心に構築される政策体制が、当大
陸域の社会文化的な状況には、より適合するかもしれない。

ヨーロッパでは、環境と人々の健康への脅威が長期に及ぶこ
とへの懸念、特に大都市での人々の健康への懸念が存続してい
る(EEA 2010h)。経済成長を維持しながら環境圧力を減らす
デカップリングがいくらか成功したけれども、ヨーロッパの環
境フットプリントは不釣り合いに高いままだ。これは、当大陸
域の住民の高い生産や消費の水準を満たすために、ヨーロッパ
の内外で自然資源に対する持続不可能な利用が続いているこ
とによる(第１～７章）(EEA 2010)。これらの傾向に対処する
ために、統合的な政策アプローチが必要だが、それには強いガ
バナンスの仕組みが確立される必要がある。特に中央ヨーロッ
パと西ヨーロッパに、密に入り組んだ政治的な境界線が存在す
ることを前提にすると、環境問題に取り組むために、国を超え
るだけでなく、地球規模での環境の意思決定に着目しながら、
大陸域の規模に焦点を当てることが必要だ。法令によって義務
づけられる、定期的なモニタリング、報告、アセスメントが、
ＥＵの環境ガバナンスの不可欠な要素だ。 

中南米とカリブ諸国は、その豊富な自然資源を管理するに当
たって、多くの課題に直面している。人口増加と、地球規模お
よび大陸域の規模での持続不可能な生産や消費のパターンが、
原料やその他の自然資本に対する需要と採取の増大を招いて
いる（第１章）。このことが、自然環境を広範囲にわたって生
産システムに変えてしまっていて、当大陸域の生物多様性に影
響を及ぼしてきた。持続可能となるには、当大陸域の自然資本
が、部門を越えて統合されるやり方で管理される必要がある。
当大陸域の環境が持つ課題と有利な状況が織りなす複雑な特

性に対応するために、諸政策は、これまでの分野別に区切られ
たアプローチを越えたやり方で、設計され実施されるべきだ。
このことは、当大陸域に存在し続ける環境問題、ならびに貧困、
不平等、社会的紛争、などの関連する社会経済的な問題、のい
くつかに当大陸域が対処する助けになるだろう。 

北アメリカでは、人口動態の変化、世界経済の急激な台頭、
資源の制約、がすべて、アメリカとカナダが持つ公共財やサー
ビスの供給力に挑戦してきている。また同時に、分断されたガ
バナンス、政策の不安定さ、明確な目標や科学的な政策の欠如、
局所的な解決策を求めるよりも地球規模の問題に対処すべき
かどうかというジレンマ、が環境の諸目標の達成を妨げている
（第１章）。連邦政府は、もはや政策課題を設定したり、斬新
な政策手段を考案する主たる指揮官ではなくなっているが、こ
れらの政策を最終的に成功させるために依然として不可欠で
あり、管轄区域を越えて協調が確保されるよう支え、また環境
上の不平等が進展しないよう防いでいる。さらに、初期の成功
例があるために、市場に基づく手段を好み、伝統的な法規制に
よる手段を軽視する傾向が強い。最後に、連邦制が相対的に後
退したことで、州や県や市町村といった地方政府レベルの政治
的主導権や先進性、および地域での越境協力に、門戸が開かれ
た。地域での越境協力は、広範囲に及ぶもので、かつ拡大し続
けていて、その動きは、北米自由貿易協定（NAFTA）の環境
合意を監視している環境協力委員会（Commission for Envi- 
ronmental Cooperation）によって支援されている。 

西アジアの環境を変化させている駆動要因は、平和と安全保
障、人口統計、経済状況、と関連している。価値あるエネルギ
ー資源を確保しようとする国際的な願望と、現在の政治的な対
立を含む紛争が、環境劣化を進行させる重大な要因になってい
る。環境被害が拡大し、立ち退きさせられる人々の数が増える
ことによって、さらに環境に負担をかけ土地や水資源を劣化さ
せている (UNEP 2010)。西アジアの国々における環境政策は、
過去 20 年間にわたり開発され、発展し続けているが、問題が
起きてからではなく、むしろ先を見越して対応することが必要
だ。加えて環境ガバナンスは、単に環境政策に着目するだけで
はなく、社会が持ちうる共通の目標を考慮に入れ、政策の設計
および遂行に様々なステークホルダーを関与させる必要があ
る。また、部門の諸政策を統合することが重要だ。西アジアの
国々は環境条件が共通しているので、大陸域レベルでの環境ガ
バナンスが、西アジア地域にとって極めて重要だ。 

政策を再現させる挑戦 
様々な状況の中で、かつ異なるニーズや期待を抱く様々なス

テークホルダーに対して、政策が成功裡に再現されかつ適用さ
れ得るかどうかは、ある程度、懐疑的だ。例えば、アジア太平
洋地域のような多彩な大陸域に、様々なガバナンスの状況や、
それらを生み出す環境は、政策の採用に障害となるかもしれな
い。しかし第 10 章で示唆されるように、分析されて、高い優
先度を持ついくつかの政策が、より迅速に再現されるようにす
る十分な経験が積まれてきている。
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ミャンマーとタイの国境線で調査任務に就いている執行官らは、地域で体系化された法の執行を通して、国境をまたいだ犯罪と闘うため
の共同行動について検討している、2011年10月。   © UNODC

アジア太平洋地域（第 10 章）は、政策の再現の可能性を評
価する際に、次のような要素を考慮した。 
・既にどれだけの国がその政策を実施してきているか。
・その政策は、それが最初に導入されて以来、どれほど早く

多様な国々に採用されてきたか。
・民間部門は、その政策が自分たちの業種にとって有害では

ないということを、どれほど容易に確信してきたか。
・その政策は、政策をさらに受け入れやすくするコベネフィ

ットをどれほどもたらしてきたか。

上記分析の主眼点は、特定の政策を成功に導くのか否か、つ
まり可能にするのか妨げるのかという要素に関わっている。ヨ
ーロッパ（第 11 章）は、政策の成功と再現を可能にする次の
ような条件を特定した。 
・政策がより一貫し、手続きが合理的かつ単純化され、費用

の効率と有効性が高い
・監視システムがより効率的である
・政治家と政府の誓約をより強固で長期的なものにする
・施行がより強力である
・越境する共通の問題に対処するために国を越えて協調する
・市場の創設と有効活用で民間部門の関与をより強める
・認識を向上させ、かつ多様なステークホルダーから強力な

賛同を得て、市民社会からの関与をより活発にする

中南米とカリブ諸国（第 12 章）は、大陸域の内と外のいず
れに対しても、再現の可能性を提供する政策やアプローチの良
い例を、通常、国レベルおよび地方政府レベルで、開発し実施
してきた。それらの政策の特徴は、一般的に、科学的な情報を
効果的に取り入れること、知見や最優良事例、諸分野をまたぐ
相互の結び付き、強いガバナンスの仕組み、ステークホルダー
の参画、政治的な意思や支援、などだ。 

北アメリカ（第 13 章）において確認された政策の移転や再
現の可能性は、単純ではなく、状況や具体的な手法の設計に左 

右される。例えば、他の多くの国では、国家レベルで送電網を
所有しているのに対して、北アメリカの送電系統は、非常に分
断された制度的枠組みの中に置かれている (Willrich 2009)。
デンマーク、フランス、ドイツ、イタリア、日本はすべて、国
レベルで、固定価格買取制度（FIT）を導入した経験を持ち、
一方、米国やオーストラリアは、生産税控除および再生可能エ
ネルギー利用割合基準（RPS 制度）を実施した経験を持つ(IEA
2011)。固定価格買取制度および再生可能エネルギー利用割合
基準を行う政策は、カナダ、中国、ケニア、ポルトガル、ウガ
ンダなど多様な管轄域において実施されている(IEA 2011)。統
計的に、これらの政策の中では、特に固定価格買取制度が効果
的であることが実証されている(Haas et al. 2011)。しかし、そ
の他の政策の有効性について直接的な因果関係を明らかにす
ることは、他の管轄域でのそれらの政策の再現や移転の可能性
について明らかにするのと同様に、限界がある(Carley 2009;
Doris et al. 2009)。

西アジア（第 14 章）では、一つの国における優れた政策は、
通常、自国で実施されるだけに留まらないが、そうは言っても、
転用されたり、新しい場所でその本来の形で成功裡に再現され
ることは、容易なことではない(UN ESCWA 2007)。新たな
状況である場合、新たな管理である場合、ならびに実施能力の
貧弱さ、財源の欠如、脇に押しやられてしまう地元ステークホ
ルダー、といった様々な問題が相互に影響している場合、多く
の成功プログラムは、再現されたとしても、その有効性を失っ
ているかもしれない。アラブ環境担当閣僚協議会（CAMRE）
は、大陸域および地球規模のレベルでのアラブ諸国の環境政策
を調整することに大きな役割を果たしてきたし、また果たし続
けており、西アジアの国々の間で、その環境政策がある程度確
実に再現されるようにした。また、大陸域内および大陸域を越
えて成功した再現例は、さらなる成功を確実にすることができ
る方法を提供する。専門家やステークホルダー間で経験が共有
されることは、政策がどの特定の状態において成功したのか、
また別の状況でその政策が再現できるのか、またどの程度まで
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可能なのか、といったことについてより良く理解するための第
一歩になるだろう。 

遵守と執行 
国際的な合意目標から新たに作られる政策は、どんなに見事

に設計され、きめ細かく施行され、賢明に運営されたとしても、
連続性と説明責任が確保されるように執行されなければなら
ないが、意思決定者がこのことに十分な優先順位を与えること
はめったにない。政策を執行するすべての行政レベルで、政治
的な意思と指導力が求められる。責任を持つ機関が明確に定め
られ、より高位の政府と市民ステークホルダーの両者に対して、
執行のどこが不十分であるかが分かるように、透明性が維持さ
れるならば、遵守の体制はより効果的になり得る。こうして、
政策が成功裏に達成される。 

今後の活動 
今後の活動として、政策の有効性についての量的な証拠を、

最大限に生かせるようにする取り組みに、光が当てられる。特
に、政策の有効性についてさらに調査するため、また相乗作用
のある政策効果やフィードバックをより大きく扱う評価手法
を開発するために、政府および組織が、政策をモニタリングす
る作業を強化する大きなニーズがある。 

地球としての政策の展望 
GEO-5 で示される諸政策は、その有用性が分析され、レバ

レッジ（てこの働き）を用いて社会に大転換をもたらすことが
できる。これらの政策の潜在力を、単独あるいは組み合わせて
理解することで、大転換が促進され、また政策立案者が、地方、
国、大陸域、地球規模のレベルで、持続可能な開発目標を達成
する効果が高められるだろう。

フィードバックと調節 （市場の管理）
これらは、価格調整やその他の市場手段などであり、諸々の

負担を軽減すること、また行動様式を是正または強化する信号
を送ることを目的とする。 

・水使用量の計測、原価回収が可能な料金システム、適切な
価格設定を行う体制などが、利水の信頼を高めると共に、
供給システムを維持するための資金を生む。

・一軒ずつ計測する方式へ移行した場合、平均して家庭での
水使用量を 10～40％削減できることを、様々な研究が明ら
かにしている(Inman and Jeffrey 2006; Scheuer 2005)。 

・アルメニアでは、その改革が実施されて間もなく、水使用
量の平均値が、以前の定額料金に基づく使用と比べて 3 分
の 1 から 4 分の 1 に減少した。効率のよい投資や管理を行
う民間部門の関与を可能にした法的、規則的、制度的な枠
組みに支えられ、一軒ずつ水使用量を計測する大掛かりな
措置を導入したことが、水部門の改善の連鎖を起こすきっ
かけとなった。その結果、送水の質と信頼度が好転した。

例２： ブリティッシュコロンビア州の炭素税（第 13 章） 
・カナダのブリティッシュコロンビア州で導入された税収中

立型の炭素税は、2008 年に CO2 換算１トン当たり 10 US
ドルで緩やかにスタートし、次いで年間５US ドルの割合で
増やされ、2012 年にはトン当たり 30US ドルになった。

・社会のより貧しい層への支払いと減税を行うだけでなく、
企業への減税も行うことで、税制中立が達成されている。

・その炭素税は、化石燃料からの排出にかけられているもの
で、州の総排出量のおよそ 70％が対象になっている（ブリ
ティッシュコロンビア州から他の管轄域へ移輸出された化
石燃料からの排出量は免除されている）。

・炭素税に関する典型的な欠点に対処すれば、この政策の受
け入れが高まるかもしれない。これは、対象を絞った減税
と組み合わせて包括的に埋め合わせることで、炭素税が産
業を後退させかねない潜在性を緩和または低減すること、
炭素税を段階的に緩やかに導入して炭素集約型産業にとっ
て潜在的に大きくなり得る適応コストを下げることなどだ。 

規則とインセンティブ （国の施行） 
規則の制定と運用は、個人やグループの行動に直接的な影響

や支配を及ぼすので、政策の重要なレバレッジポイントである。 

例 1： 世帯が無料の水を入手できるよう保証されるという恩
恵を受けられる南アフリカの生活用水の無料化政策（第９章） 
・南アフリカの憲法は、生活用水の無料化政策を実施して、

十分な水を入手する権利を人々に提供している。貧困に陥
った多数の世帯が、家から 200ｍ以内で 1 人 1 日に少なく
とも 25 リットルの生活用水の入手を確保できる恩恵を受
けている(Mehta 2005)。それは、広範な健康や生計のニー
ズまでを満たすものではないが、世界保健機構が最低限の
消費量として勧告するものに相当する。

・決定的な成果は、女性や少女が水くみに費やす時間と労力
の節約、彼女たちが他の作業に従事できるようになること、
無防備な給水源に頼る必要がなくなること、水を媒介とす
る疾病に対する脆弱性の低減などだ(Mehta 2005)。さらに
市民が率直に、そのような政策は良い政治のおかげだと考
え、回りまわって長期的な政局の安定を支える。

・この政策の重要な課題は、人々への恩恵と、それに要する
費用のために起こる影響とをうまくバランスさせることだ
(DWAF 2002a)。しかし人々の生活レベルを高めることが、
関連する費用より重要だと見なされている(Stalk 2004)。

・法的に保証された水量が供給されない場合には、市民が訴
訟を起こす事態となった。

・この政策を可能にする重要な要素は、費用回収の原則に取
り組むこと、対象とするグループの特定、融資の確保、需
要の管理、インフラの拡張を促進すること、などだ。

例２： クウェートでの建物の省エネルギー化（第 14 章） 
・クウェートの電力需要は、特に過去 20 年間で徐々に増加

した。クウェートでは、すべての発電が化石燃料に依存して
いるので、発電所が一次エネルギーの総計の約 55％を消費

例 1： アルメニアでの水の容積に基づく料金規定と水量計測
（第 11 章） 



414 第 2   部：政策オプション 

している。さらに、ピーク電力の 85％、および国の年間総
消費電力量の 60％が、建物の空調と照明に用いられている。 

・クウェートのエネルギー省は、省エネを強化して、進行す
る気候への悪影響を減らすために、1983 年に強制力のある
規格や規則を備えた一組の建築エネルギー基準を施行した。 

・空調設備付きの新築および改築の建物に適用される建築基
準の主要な目的は、空調設備の容量を減らし、より小さな
設備の導入によって、ピーク電力需要を削減することだ。

・クウェートでは建築エネルギー基準が施行されたことで、
過去 20 年間で、ほぼ 100 億 US ドルが節約された。

物の見方 （市民社会での） 
個々の人々の行動様式を導いていくパラダイムを転換させ

る対策は、共有される新たな物の見方（マインドセット）を生
み、それがビジョンや目標や集団行動に姿を変えて現れる。 

例１： 生態系サービスに対する支払い（環境や資源の利用を
生態系の価値で量った費用など）（第 12 章) 
・大まかに言って、生態系サービスに対する支払いという制

度は、地方、国、大陸域のレベルで、大切な生態系サービ
スの提供を保護し確かなものにしている個々の人々に対し
て、インセンティブ（通常は金銭）を提供するものだ。

・その制度は、通常、自然の植生を保護し、かつ（または）
再生させることを目指しているので、生物多様性を損失さ
せるもの、特に生息生育地の損失や持続不可能な土地管理
を引き起こす多くの力に対処できる。

・生態系サービスに対する支払いは、保護区、統合的な水資
源管理、水を供給している生態系の保全および復元、持続
可能な森林管理、小規模な農業生態系、荒廃地の回復、な
どの他の政策と併用されることが可能である。

・生態系サービスの経済的価値を評価する情報不足のため、
その調査、さらに局所環境の状況を科学的に理解すること
に、より多く投資する必要性が明らかになっている。

例２：インドおよびネパールでの自然資源管理への住民参加
（第 10 章） 
・インドでは、約 2,200 万ヘクタールの森林が共同森林管理

計画の中に組み込まれていて、その計画の下で、森林周辺
のコミュニティによって組織された 10 万以上の委員会が、
森林資源の分配を次々に受けて、担当する国有の森林区画
を保護している(MOEF 2009a)。

・急速な森林減少が数十年間起こった後、非林業目的のため
の林地の使用を禁ずる厳格な法律が施行されると、それと
同時に、森林被覆が安定した(MOEF 2009b)。

・村、市町、郡レベルの地方自治体への地方分権化および権
限移譲を命じる憲法改正がなされたことで、住民の参画を
促すインセンティブがさらに生じた(MLJ 2011)。

・ネパールでは、14,000 以上のコミュニティ森林利用者グル
ープ（CFUG）が、薪や飼い葉を入手できるようになり、
収入を得る機会がさらに提供されている(DoF 2011)。

結論 
この要約は、淡水、気候変動、環境ガバナンス、をはじめと

する各大陸域が共通して掲げる懸案事項への対応において、共
有資源に影響が及ぶことへの懸念に取り組むための越境協定
を通して水質を保証する地方の活動から、経済部門全体の行動
様式を転換することを目指す国家プログラムまで、広範囲にわ
たる様々な成功した対応について示している。 

地球規模の目標を達成しようとするのであれば、すべての政
策分野にまたがって持続可能性に関する懸案事項を統合する
ように求める、ガバナンスの改善が極めて重要だ。大陸域によ
って強調される重要な要素は、すべての適切なレベルの政府に
てより良く施行されること、モニタリングおよびデータ収集の
改善、情報へのアクセスの一層の強化、多様なステークホルダ
ーの参画を増やすこと、能力構築、などだ。 

ある政策が、異なる状況下で、異なる規模で、再現されるか
どうかは、依然として不透明だ。特定の理由のために政策が有
効であるといった直接的証拠は、政策が移転可能であるという
証拠に限界があるように、限界がある。特定の政策または手段
の有効性、およびそれが他のどこかで広められたり実施された
りする可能性は、状況に特有の著しい変動や、特定の環境問題
の性質や、行動様式を変化させる観点においてその政策の有効
性が関わる要素に対する詳細で厳格な分析がなされたか否か、
に左右される。 

それでも、多くの場所で成功することが分かっている特定の
政策アプローチを見ることで、諸々の大陸域間で共通している
要素を明らかにできる。これらのアプローチのうち、水資源管
理や沿岸域管理の統合的なアプローチや、保護区の創設、とい
ったいくつかのものは、十分に確立された概念に基づいて構成
されている。しかし重要なことであるが、政策の再現に成功し
たところでは、政策を適用するにあたって、地方の文化や状況
やニーズが大きく配慮されたことが明らかになっている。 

地方、国、大陸域、地球レベルでの対応が、相互に作用して、
徐々に大きくなって、構造的な大転換に至る変化を生み出す。
環境劣化に対応する普遍的な解決策はなく、地域のニーズの多
様性に対処する様々な対応が必要とされる。しかし、地球規模
の共通する懸案事項に対しては、様々な国の能力不足に対処し
ながら、国際的な合意目標およびターゲットを共同で達成する
ための、調整、市民参画、協力が極めて重要だ。 

国際的な合意目標の達成において、最も有利な場所にレバレ
ッジを用いて政策が実施されるならば、より良い進展が望める。
大陸域の章で特定された有望な政策例は、レバレッジを適用す
べきあらゆる層、すなわち、市場を管理するためのフィードバ
ックと調節、国が施行する規則とインセンティブ、市民社会の
レベルでの物の見方、といった層に見ることができる。
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